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平成 24 年１月 19 日 

各      位 
会 社 名   カラカミ観光株式会社 
代表者名   代表取締役社長 片山 達哉 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード９７９４） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役執行役員管理本部長 
      西村 孝孔 
電話    ０１１－５９８－３２２５ 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、種類株式発行等に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定款一部変

更、全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ．１．(1)変更の理由」の手続②において定義いたします。）の取得及び

本店移転に係る定款一部変更について、平成 24 年２月 21 日開催予定の当社の臨時株主総会（以下「本臨時株

主総会」といいます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定款一部変更について、本臨時株

主総会と同日に開催予定の当社普通株式を有する株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総

会」といいます。）に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

Ⅰ．当社定款の一部変更 

１．種類株式発行等に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-１」） 

(1) 変更の理由 
  平成 23 年 12 月 21 日付の当社による「株式会社 KKT による当社株式に対する公開買付けの結果に関する

お知らせ」等にてご報告申し上げておりますとおり、株式会社 KKT（以下「KKT」といいます。）は、平成

23 年 11 月８日から同年 12 月 20 日まで当社普通株式に対して公開買付け（以下「本公開買付け」といいま

す。）を行い、同年 12 月 28 日（決済開始日）をもって、当社普通株式 5,483,090 株を所有するに至っており、

本臨時株主総会及び本種類株主総会において KKT の指示に従い議決権を行使する旨 KKT と合意している、

株式会社井門エンタープライズ（所有株式数：1,124,000 株）、唐神久美子（所有株式数：799,406 株）及び

株式会社井門コーポレーション（所有株式数：350,000 株）（以下、三者を総称して「創業家残存株主」とい

います。）それぞれの所有分と合計すると、当社普通株式計 7,756,496 株（当社の発行済株式総数 8,670,080
株（自己株式 82,306 株を除きます。）に対する割合：90.32%）を所有するに至っております。 

  また、平成 23 年 11 月 7 日付の当社による「MBO の実施及び応募の推奨に関するお知らせ」等にてご報

告申し上げておりますとおり、KKT は、当社の株主の皆様に経営改革に伴い発生するリスクの負担が及ばな

いよう回避しつつ、抜本的な経営改革を実行するためには、当社普通株式を非公開化し、当社の創業家であ

る唐神家及び唐神家と姻戚関係にある者（これらの者が運営する企業を含み、以下「創業家一族」といいま

す。）が、創業家一族の責任とリーダーシップのもとで、当社の経営陣及び従業員と一丸となって、抜本的な

経営改革が実行可能な組織体制を構築し、当社グループの資産処分やリストラクチャリングを実行したうえ

で、有利子負債の圧縮による財務体質の強化を早急に実行するなどの抜本的な経営改革を実行することが不

可避であるとの結論に至り、当社普通株式の非公開化の一連の取引の一環として、本公開買付けを実施した

とのことです。 
  当社といたしましても、平成 23 年 11 月 7 日付の当社による「MBO の実施及び応募の推奨に関するお

知らせ」等にてご報告申し上げておりますとおり、KKT と同様に、当社の現状、必要な抜本的な経営改革

の内容、当該抜本的改革が当社の業績や財務状態及び当社の株主の皆様に与え得る悪影響、上場維持のメリ
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ットの評価、金融機関との交渉内容等を踏まえると、当社の株主の皆様に経営改革に伴い発生するリスクの

負担が及ばないよう回避しつつ、抜本的な経営改革を実行するためには、当社普通株式を非公開化し、当社

の創業家一族が、創業家一族の責任とリーダーシップのもとで、当社の経営陣及び従業員と一丸となって、

かかる抜本的な経営改革が実行可能な組織体制を構築し、抜本的な経営改革を実行することが不可避である

との結論に至りました。加えて、本公開買付けは、公正な手続を通じて株主の皆様が受けるべき利益が損な

われることのないように配慮されており、本公開買付けにおける当社普通株式の買付け等の価格（以下「本

公開買付価格」といいます。）及び諸条件も当社の株主の皆様にとって妥当であり、本公開買付けは当社の株

主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断いたしました。 
  以上の理由により、本公開買付けが成立し、KKT から要請を受けたことから、当社は本臨時株主総会

及び本種類株主総会において、株主の皆様のご承認をいただいたうえで、KKT 及び創業家残存株主のみを

当社の株主として、当社普通株式を非公開化するために、次の事項を実施することといたしました。 
① 当社定款の一部を変更して A 種種類株式（以下「A 種種類株式」といいます。）を発行する旨の定めを

設け、当社を会社法第２条第 13 号に規定する種類株式発行会社といたします（「手続①」）。 
② 上記①による変更後の当社定款（以下「変更後定款①」といいます。なお、下記Ⅳ．「定款一部変更の

件-３」による定款の変更の効力が生じている場合には、その変更後の定款となります。以下Ⅰ．２．

においても同様です。）の一部をさらに変更して、当社の発行する全ての普通株式に、当社が株主総会

の特別決議によってその全部を取得することができる全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号の定

めを指します。）を付す旨の定めを新設いたします（以下、全部取得条項が付された当社普通株式を「全

部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付普通株式の内容として、当社が株主総会

の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取得する場合において、全部取得条項付普通株式

１株と引き換えに、A 種種類株式を 35 万分の１株の割合をもって交付する旨の定めを設けるものとい

たします（「手続②」）。 
③ 会社法第 171 条第 1 項並びに上記①及び②による変更後の当社定款（以下「変更後定款②」といいま

す。なお、下記Ⅳ．「定款一部変更の件-３」による定款の変更の効力が生じている場合には、その変更

後の定款となります。以下も同様です。）に基づき、株主総会の特別決議によって、全部取得条項付普

通株式の全て（但し、自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引き換えに、全部取得条項付普通

株式の株主様（但し、当社を除きます。）に対して、取得対価として、その所有する全部取得条項付普

通株式１株につき A 種種類株式を 35 万分の１株の割合をもって交付いたします。なお、KKT 及び創

業家残存株主を除く株主の皆様に取得対価として割り当てられる A 種種類株式の数は、１株未満の端

数となる予定であります。また、割り当てられる A 種種類株式が１株未満の端数となる株主の皆様に

つきましては、会社法第 234 条の定めに従い、最終的には現金が交付されることとなります（「手続③」）。 
 
  当社は、A 種種類株式を全部取得条項付普通株式の取得対価として交付したことにより生じる A 種種

類株式の１株未満の端数につきましては、法令に定める手続に従い、必要となる裁判所の許可が得られ

ることを条件として、その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数が

ある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する A 種種類株式を売却し、その売却により得

られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。 
  かかる売却手続に関し、当社では、会社法第 234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得て A 種種

類株式を KKT に対して売却すること又は会社法第 234 条第２項及び第４項に基づき裁判所の許可を得

て当社が A 種種類株式を買い取ることを予定しております。この場合の A 種種類株式の売却金額につ

きましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主

様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 120 円（本公開買付価格）を乗じた金額に相当する金銭が

各株主様に交付されるような価格に設定することを予定しております。 
  定款一部変更の件-１は、手続①を実施するために必要な定款変更をご提案するものであります。会社法上、

全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされていることから（会社法第

171 条第１項、第 108 条第１項第７号）、当社普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更である手続②を行

う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、種類株式を発行する旨の定めを新設します。 
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  また、下記「Ⅲ．上場廃止」のとおり、当社は非上場会社となる予定ですので、A 種種類株式を譲渡により

取得するには当社の取締役会の承認を受けなければならない旨の定めを新設します。 
  さらに、A 種種類株式についての規定を設けることに伴って、当社が、事務負担の軽減を図るため、1,000

株を単元株式数として規定していた定款第７条につき、同条は、当社普通株式に単元株式数を定めるもので

あるため（定款一部変更の件-１で設けられる A 種種類株式については１株を単元株式数とします。）、その趣

旨を明確にするための変更を行うほか、所要の変更を行うものであります。 
 

(2) 変更の内容 
   変更の内容は次のとおりであります。なお、定款一部変更の件-１に係る定款の一部変更は、定款一部変更

の件-１に係る議案が本臨時株主総会において承認可決された時点で効力を生じるものといたします。 
（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 
第５条（発行可能株式総数） 
 当会社の発行可能株式総数は、27,212,000 株とす

る。 
 
 
 
 

 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（新設） 
 
 
 
第７条（単元株式数） 
 当会社の単元株式数は、1,000 株とする。 
 

 

第５条（発行可能株式総数及び発行可能種類株式

総数） 
 当会社の発行可能株式総数は、27,212,000 株と

し、当会社の発行可能種類株式総数は、それぞれ

普通株式 27,211,900 株、第５条の２に定める内容

の株式（以下「A 種種類株式」という。）100 株と

する。 
 
第５条の２（A 種種類株式） 
 当会社は残余財産を分配するときは A 種種類株

式を有する株主（以下「A 種株主」という。）また

は A 種種類株式の登録株式質権者（以下「A 種登

録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有す

る株主（以下「普通株主」という。）または普通株

式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」

という。）に先立ち、A 種種類株式１株につき１円

（以下「A 種残余財産分配額」という。）を支払う。

A 種株主または A 種登録株式質権者に対して A 種

残余財産分配額が分配された後、普通株主または

普通登録株式質権者に対して残余財産の分配をす

る場合には、A 種株主または A 種登録株式質権者

は A 種種類株式１株当たり、普通株式１株当たり

の残余財産分配額と同額の残余財産の分配を受け

る。 
 
第５条の３（A 種種類株式の譲渡制限） 
 A 種種類株式を譲渡により取得するには、当会

社の取締役会の承認を受けなければならない。 
 
第７条（単元株式数） 
 当会社の普通株式の単元株式数は1,000株とし、

A 種種類株式の単元株式数は１株とする。 
 
第 16 条の２（種類株主総会） 
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（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 第 13 条、第 15 条および第 16 条の規定は種類

株主総会にこれを準用する。 
２．会社法第 324 条第１項に定める種類株主総会

の決議は、法令または本定款に別段の定めがある

場合を除き、出席した議決権を行使することがで

きる株主の議決権の過半数をもって行う。 
３．会社法第 324 条第２項に定める種類株主総会

の決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-２」） 

(1) 変更の理由 
  定款一部変更の件-２は、上記「Ⅰ．１．(1)変更の理由」の手続②でご説明した定款変更として、変更後定

款①の一部を追加変更し、当社普通株式の全てに全部取得条項を付してこれを全部取得条項付普通株式とし、

かつ、当該全部取得条項に従い当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部（但し、

自己株式を除きます。）を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引き換えに、定款一部変更

の件-１における定款変更に基づき新たに発行することが可能となる A 種種類株式を 35 万分の１株の割合を

もって交付する旨の定款の定めを設けるものであります。かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別

決議によって全部取得条項付普通株式の全部（但し、自己株式を除きます。）を取得した場合には、前述のと

おり、KKT 及び創業家残存株主を除く株主の皆様に対して割り当てられる A 種種類株式の数は、１株未満の

端数となる予定であります。 
 

(2) 変更の内容 
   変更の内容は次のとおりであります。なお、定款一部変更の件-２に係る定款変更は、本臨時株主総会にお

いて定款一部変更の件-１に係る議案及び全部取得条項付普通株式の取得の件に係る議案が原案どおり承認

可決されること、並びに本種類株主総会において定款一部変更の件-２と同内容の定款変更に係る議案のご承

認が得られることを条件として、平成 24 年３月 27 日に効力が生じるものといたします。 
（下線は変更部分を示します。） 

変更後定款① 追加変更案 
（新設） 第５条の４（全部取得条項） 

 当会社は、当会社が発行する普通株式について、

株主総会の決議によってその全部を取得すること

ができる。 
２．当会社が前項の規定に従って普通株式の全部

を取得する場合には、普通株式の取得と引き換え

に普通株式１株につき A 種種類株式を 35 万分の

１株の割合をもって交付する。 

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 
全部取得条項付普通株式の取得の件は、上記「Ⅰ．１．(1)変更の理由」の手続③でご説明した手続として、

変更後定款②に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の株主様（但し、当
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社を除きます。）から全部取得条項付普通株式の全てを取得し、当該取得と引き換えに、定款一部変更の件-
１による定款変更に基づき新たに発行することが可能となる A 種種類株式を交付するものであります。 
当該交付がなされる A 種種類株式の数については、取得日（下記２．において定めます。）前日の最終の当

社の株主名簿に記録された当社の株主様（但し、当社を除きます。）に対して、その所有する全部取得条項付

普通株式１株につき、A 種種類株式を 35 万分の１株の割合をもって交付するものといたします。交付がなさ

れる A 種種類株式の数は、前述のとおり、KKT 及び創業家残存株主を除く株主の皆様に対して当社が交付

する A 種種類株式が１株未満の端数となることが予定されております。 
かかる株主様に対する割当ての結果生じる１株未満の端数につきましては、法令に定める手続に従い、必要

となる裁判所の許可が得られることを条件として、その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数

に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する A 種種類株式を売却し、

その売却により得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。かかる売却手続に関し、当社

では、会社法第 234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得て A 種種類株式を KKT に対して売却するこ

と又は会社法第 234条第２項及び第４項に基づき裁判所の許可を得て当社が A種種類株式を買い取ることを

予定しております。この場合の A 種種類株式の売却金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定ど

おり得られた場合には、全部取得条項付普通株式の株主様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 120 円

（本公開買付価格）を乗じた金額に相当する金銭が各株主様に交付されるような価格に設定することを予定

しております。 
 

２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

(1) 全部取得条項付普通株式の取得と引き換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 
  会社法第 171 条第１項及び変更後定款②に基づき、取得日（下記（2）において定めます。）において、取

得日前日の最終の当社の株主名簿に記録された当社の株主様（但し、当社を除きます。）に対して、その所有

する全部取得条項付普通株式１株の取得と引き換えに、A 種種類株式を 35 万分の１株の割合をもって交付す

るものといたします。 

(2) 取得日 
  平成 24 年３月 27 日 

(3) その他 
  全部取得条項付普通株式の取得の件に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時株主総会において定

款一部変更の件-１に係る議案及び定款一部変更の件-２に係る議案が原案どおり承認可決されること、本種類

株主総会において定款一部変更の件-２と同内容の定款変更に係る議案のご承認が得られること、並びに定款

一部変更の件-２に係る定款変更の効力が生じることを条件として、その効力が生じるものであります。なお、

その他必要事項については、取締役会にご一任願いたいと存じます。 
 
Ⅲ．上場廃止 

本臨時株主総会において上記Ⅰ．及びⅡ．に係る議案が原案どおり承認可決され、本種類株主総会における

定款一部変更の件-２と同内容の定款変更に係る議案のご承認が得られた場合には、当社普通株式は、株式会

社大阪証券取引所が運営する大阪証券取引所 JASDAQ（スタンダード）（以下「ジャスダック」といいます。）

の上場廃止基準に該当することとなり、平成 24 年２月 21 日から同年３月 21 日まで整理銘柄に指定された

後、平成 24 年３月 22 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式をジャスダックに

おいて取引することはできません。 
 
Ⅳ．本店移転に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-３」） 
１．変更の理由 

当社は、以前から経費削減及び経営効率の向上を図るため、本社機能を北海道虻田郡洞爺湖町から北

海道札幌市に移転しております。本店移転に係る定款一部変更の件は、変更後定款①を追加変更して、
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実際の本店業務に併せて本店の所在地を変更するものであります。 
２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 
（下線は変更部分を示します。） 

変更後定款① 追加変更案 
第３条（本店の所在地） 
 当会社は、本店を北海道虻田郡洞爺湖町に置

く。 

第３条（本店の所在地） 
 当会社は、本店を北海道札幌市に置く。 

 
Ⅴ．定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得の日程の概要（予定） 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 
 
本臨時株主総会及び本種類株主総会の基準日公告 平成 23 年 12 月 22 日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成 24 年１月６日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会の招集に関する取締役会 平成 24 年１月 19 日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会の開催 平成 24 年２月 21 日（火）

種類株式発行等に係る定款一部変更（定款一部変更の件-１）の効力発生日 平成 24 年２月 21 日（火）

本店移転に係る定款一部変更（「定款一部変更の件-３」）の効力発生日 平成 24 年２月 21 日（火）

当社普通株式のジャスダックにおける整理銘柄への指定 平成 24 年２月 21 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及び A 種種類株式の交付に係る基準日公告 平成 24 年２月 22 日（水）

当社普通株式のジャスダックにおける売買最終日 平成 24 年３月 21 日（水）

当社普通株式のジャスダックにおける上場廃止日 平成 24 年３月 22 日（木）

全部取得条項付普通株式の取得及び A 種種類株式の交付に係る基準日 平成 24 年３月 26 日（月）

全部取得条項に係る定款一部変更（定款一部変更の件-２）の効力発生日 平成 24 年３月 27 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及び A 種種類株式交付の効力発生日 平成 24 年３月 27 日（火）

 
Ⅵ．支配株主との取引等に関する事項 
 
 上記Ⅱ．に記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本取得」といいます。）は、支配株主との重要な取

引等に該当します。 
 当社は、コーポレート・ガバナンス報告書Ⅰの４に記載のとおり、「支配株主との取引等を行う際における少

数株主の保護の方策に関する指針」として、支配株主（親会社）との取引については、一般の取引条件と同

様の適切な条件とすることを基本方針とし、また、支配株主と支配株主以外の少数株主の利益が実質的に

相反するおそれがある取引を行う場合は、外部専門家から必要に応じて意見を取得する等、その取引内容

及び取引条件の公正性を担保するための措置を講じた上で、支配株主からの独立性を保った取締役会にお

いて慎重に審議し決定して、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応することを定めておりま

す。 
 本取得に際しても、少数株主への不利益を与えないように、以下の措置をとっております。 
 すなわち、当社は、本公開買付け及び本取得からなる一連の取引（以下「本取引」といいます。）の公正性を

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、平成 23 年 11 月 7 日付の当社による「MBO の

実施及び応募の推奨に関するお知らせ」２．（３）記載の各措置を講じております。 
 また、当社の代表取締役会長である唐神久美子及び代表取締役社長である片山達哉は、それぞれＫＫＴの取締

役、代表取締役を兼任し、本取得に関し当社と構造的な利益相反状態にあり、特別利害関係人に該当するおそれ

があるため、本日開催の当社の取締役会における本取得に関する議案に係る審議及び決議には一切参加しておら

ず、また、当社の立場においてＫＫＴとの協議及び交渉にも一切参加しておりません。当該取締役会においては、

唐神久美子及び片山達哉を除いた当社の取締役全員が審議及び決議に参加し、参加した取締役の全員一致で、本

取得に係る議案を本臨時株主総会に付議する旨を決議しております。また、同議案の審議については、唐神久美

子の娘婿であり、株式会社井門エンタープライズ及び株式会社井門コーポレーションの取締役を兼任しているた

めに本取得に関し当社と利益が相反する可能性のある井門憲俊を除き、当社の監査役全員が審議に参加し、当社

の取締役会が上記決議を行うことにつき異議がない旨の意見を述べております。さらに、これらの取締役会決議
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の方法その他の利益相反を回避するための措置に関して、法務アドバイザーである潮見坂綜合法律事務所の法的

助言を受けております。 
 なお、当社の取締役会は、上記決議に先立ち、当社の支配株主との間に利害関係のない潮見坂綜合法律事務所

に対し、当社の取締役会による本取得の実施に関する決定が当社の少数株主にとって不利益なものではないこと

に関する意見を諮問しました。その結果、当社の取締役会は、平成 24 年１月 19 日付で潮見坂綜合法律事務所

より、①当社の企業価値を向上させることを目的として本取得を実施することが不合理とは言い難く、②

本取得の取得価格も不合理とは言い難く、③本取得においては公正手続きを通じた当社少数株主の利益へ

の配慮が十分なされているため、④これらを総合考慮すれば、当社の取締役会において本取得を行うことを

決定することが、当社の少数株主にとって不利益なものとは言えない旨の意見を得ております。 
 以上のとおり、事前に外部専門家からの意見を取得する等、取引内容及び取引条件の公正性を担保するため

の措置を講じた上で、支配株主からの独立性を保った取締役会が慎重に審議して、本取得が当社の少数株主

にとって不利益なものではないと判断しておりますので、本取得は上記指針に適合していると考えております。 
 

以  上 


